
令 和 元 年 に お け る

警 備 業 の 概 況

警察庁生活安全局生活安全企画課



１ 警備業者等の状況

(1) 警備業者の状況

警備業法第４条に基づく認定業者（以下４条業者という ）数は、令和元年12月。

末現在、9,908業者で、前年より194業者（2.0％）増加している。

(2) 警備員の状況

警備員数は 令和元年12月末現在 57万727人で 前年より16,210人(2.9％)増加し、 、 、

ている。

、 、 、警備員の雇用別状況では 常用警備員は51万5,831人 臨時警備員は５万4,896人で

警備員総数に占める臨時警備員の割合は、9.6％である。

また 警備員のうち 女性の警備員は３万6,973人で 全警備員数の6.5％を占めて、 、 、

いる。

※ 常用とは雇用契約において定めがないか又は４か月以上の雇用期間が定め

られているものをいい、臨時とは常用に該当しないものをいう。



雇用別警備員数の年別推移（各年末）

警備員の雇用別・男女別状況（令和元年末）

警備員の在職年数別・男女別状況（令和元年末）

警備員の年齢別・男女別状況（令和元年末）
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年次
区分

女性警備員の割合 （％） 6.5 5.9 12.3

警備員総数 常用警備員 臨時警備員 臨時警備員の割合（％）

警備員数(人） 570,727 515,831 54,896 9.6%

―

9.0%

女性警備員(人） 36,973 30,203 6,770 18.3%

男性警備員(人） 533,754 485,628 48,126

構成比 （％） 10.0% 10.4% 15.9% 19.0% 13.7% 15.7% 15.3%

女性警備員の割合 （％） 18.2 8.3 7.6 6.6 4.1 2.9 2.2

30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳

警備員数 57,043 59,545 90,566 108,533

60～64歳 65～69歳 70歳以上
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3,199 2,562 1,9267,129

男性警備員(人） 46,660 54,614 83,723 101,404

女性警備員(人） 10,383 4,931 6,843

構成比 （％） 16.8% 20.7% 35.8% 26.6%

女性警備員の割合 （％） 10.5 8.3 5.2 4.3

9,809 10,583 6,479

１～３年未満 ３～１０年未満 １０年以上

118,319 204,273 152,055

108,510 193,690 145,576

１年未満
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(3) 警備業者の警備員数別状況

警備業者の警備員数別状況は 警備員数100人未満の警備業者が8,885業者で 全、 、

体の89.7％を占めている。

(4) 警備業者の営業所の数別状況

令和元年12月末における全国の警備業者 ４条業者 が全国の都道府県に設けて（ ）

いる営業所の総数は１万5,520営業所である。

警備業者の営業所数別状況では 主たる営業所 １営業所 のみ設けている警備、 （ ）

業者は8,359業者で 全体の84.4％ 営業所の数が５以下の警備業者は9,646業者 不、 、 （

明を含む）で、全体の97.4％を占めている。

(5) 警備業者の他の都道府県における警備業務実施状況

令和元年12月末現在 警備業の認定を受けた都道府県以外の都道府県において営、

業所を設けている警備業者（９条前段業者）は延べ2,491業者で、前年に比べ21業

者増加し 認定を受けた都道府県以外の都道府県において営業所を設けずに警備業、

務を実施している警備業者（９条後段業者）は延べ5,238業者で、前年に比べ、

202業者増加している。

警備員数 警備業者数 構成比

1,000人以上 48 0.5%

500～999人 73 0.7%

100～499人 902 9.1%

50～99人 1,108 11.2%

30～49人 1,257 12.7%

20～29人 1,143 11.5%

10～19人 1,829 18.5%

６～９人 1,045 10.5%

５人以下 2,503 25.3%

営業所数 警備業者数 構成比
３０営業所以上 15 0.2%
２０～２９営業所 13 0.1%
１０～１９営業所 71 0.7%

６～９営業所 163 1.6%
５営業所 73 0.7%
４営業所 154 1.6%
３営業所 278 2.8%
２営業所 773 7.8%
１営業所 8,359 84.4%

不明 9 0.1%



(6) 警備業務の区分ごとの警備業者の状況

警備業務の区分ごとの警備業者の状況は、下表のとおりである。

警備業務の区分ごとの警備業者の状況（令和元年末）

警備業者数等
警 備 業 者 数 構 成 比

区 分

総数（４条業者） 9,908

１ 号 警 備 業 務 7,046 71.1％

施 設 6,811 68.7％

巡 回 2,417 24.4％

保 安 1,445 14.6％

空 港 保 安 80 0.8％

機 械 596 6.0％

住宅を対象 426 4.3％

551 5.6％住 宅 以 外 を 対 象

２ 号 警 備 業 務 7,491 75.6％

交 通 誘 導 7,182 72.5％

雑 踏 3,929 39.7％

３ 号 警 備 業 務 696 7.0％

貴 重 品 運 搬 674 6.8％

現 金 輸 送 437 4.4％

436 4.4％現金輸送以外の貴重品運搬

14 0.1％核 燃 料 物 質 等 運 搬

そ の 他 24 0.2％

４ 号 警 備 業 務 680 6.9％

192 1.9％緊 急 通 報 サ ー ビ ス

553 5.6％緊 急 通 報 サ ー ビ ス 以 外

※１ １の警備業者が２以上の区分（１～４号）の警備業務を実施している場合は、各区分
の警備業務にそれぞれ計上している。
また、各号の警備業務の種別について２以上の種別に該当する場合は、各種別ごとに

それぞれ計上している。
２：表中の１号警備業務の「巡回」とは、複数の警備業務対象施設を車両等で巡回するな

、 、 、ど 警備業務対象施設に常駐せずに盗難等の事故の発生を警戒し 防止する業務をいい
「 」 、 、保安 とは 不特定多数が出入する店舗等において万引き・置引き等の盗難をはじめ
商品への毒物や異物の混入、器物の損壊等に至る店舗内犯罪の不法行為を警戒し、防止
する業務をいう。

３：表中の３号警備業務の「その他」とは、一般の危険物などの運搬警備業務をいう。
４：表中の４号警備業務の「緊急通報サービス」とは、隔地の人の身辺に備えた機器を通
じて、その身体に対する危害の発生を警戒し、防止する業務をいう。

５： 構成比」は、警備業者の総数（9,908）に対する割合である。「
６：警備業者の認定を受けた都道府県における営業所だけでなく、他の都道府県を含む全
国の営業所に係る警備業務の種別を計上している。



(7) 機械警備業の状況

ア 概要

、 、 （ ）機械警備業者数は令和元年12月末現在 596業者で 前年より35業者 5.5％

減少している。

機械警備業務の対象施設数は311万8,034箇所で、前年より７万8,204箇所

（2.4％）減少している。

機械警備業者の基地局・対象施設数等の年別推移（各年末）

Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ１年
年 次

区 分

基 地 局 数 832 803 770 745 733

（ 指 数 ） (100) (97) (93) (90) (88)

待 機 所 数 9,301 8,773 8,515 8,458 8,317

（ 指 数 ） (100) (94) (92) (91) (89)

専 従 警 備 員 数 33,576 29,965 29,211 30,826 28,699

（ 指 数 ） (100) (89) (87) (92) (85)

うち 基地局勤務員数 5,310 4,892 5,376 5,100 4,978

（ 指 数 ） (100) (92) (101) (96) (94)

専 用 巡 回 車 数 13,239 12,583 12,066 11,264 13,781

（ 指 数 ） (100) (95) (91) (85) (104)

対 象 施 設 数 2,994,770 3,006,244 3,038,191 3,196,238 3,118,034

（ 指 数 ） (100) (100) (101) (107) (104)

う ち 住 宅 数 1,517,159 1,510,704 1,540,289 1,631,650 1,611,522

（ 指 数 ） (100) (100) (102) (108) (106)



イ 機械警備業者１業者当たりの状況

機械警備業者１業者当たりの状況は、下表のとおりである。

機械警備業者１業者当たりの状況（令和元年末）

区 分 総 数 １ 業 者 当 た り

機 械 警 備 業 者 数 596

基 地 局 数 733 1.2

待 機 所 数 8,317 14.0

専 従 警 備 員 数 28,699 48.2

うち 基地局勤務員数 4,978 8.4

専 用 巡 回 車 数 13,781 23.1

機械警備業務対象施設数 3,118,034 5,231.6

ウ 機械警備業者の即応体制の整備状況

過去５年間における機械警備業者の即応体制の整備状況の推移は 下表のとお、

りである。

令和元年12月末の即応体制の整備状況をみると １業者当たりの対象施設数は、

5,232施設で、前年より167施設（3.3％）増加、１待機所当たりの対象施設数は

375施設で 前年より３施設 0.8％ 減少 専従警備員１人当たりの対象施設数、 （ ） 、

は109施設で 前年より５施設 4.8％ 増加 専用巡回車１台当たりの対象施設、 （ ） 、

数は226施設で、前年より12施設（5.0％）減少であった。

即応体制の整備状況の年別推移（各年末）

Ｈ２７年 Ｈ２８年 Ｈ２９年 Ｈ３０年 Ｒ１年
年 次

区 分

4,430 4,668 4,501 5,065 5,232１ 業 者 当 た り の 対 象 施 設 数

(100) (105) (102) (114) (118)( )指 数

322 343 357 378 375１ 待 機 所 当 た り の 対 象 施 設 数

(100) (107) (111) (117) (116)( )指 数

89 100 104 104 109専従警備員１人当たりの対象施設数

(100) (112) (117) (117) (122)( )指 数

226 229 252 238 226専用巡回車１台当たりの対象施設数

(100) (101) (112) (105) (100)( )指 数



２ 検定等の実施状況

(1) 検定合格証明書の交付状況

令和元年中における検定合格証明書の交付状況は、１級検定が2,117件、２級検

定が14,514件である。

検定合格証明書の交付状況（令和元年中）

種別
空港 施設 雑踏 交通 貴重品 計核 燃 料 物 質 等

級別

１級検定
503 782 426 160 ５ 241 2,117

交付件数

２級検定
1,237 4,323 1,857 5,757 12 1,328 14,514

交付件数

(2) 警備員の検定合格証明書の保有状況

令和元年12月末現在 検定合格証明書を保有している警備員の級別及び種別の状、

況は、下表のとおりで、１級検定が延べ29,800人、２級検定が延べ176,193人であ

る。

警備員の検定合格証明書の保有状況（令和元年12月末現在）

種別
空港 施設 雑踏 交通 貴重品 計核 燃 料 物 質 等

級別

１級検定
3,620 9,863 6,356 5,643 786 3,532 29,800

保有者数(人)

２級検定
5,499 46,497 26,861 75,211 3,112 19,013 176,193

保有者数(人)

※ 同一人が複数の級別又は種別を保有している場合は、それぞれに計上

級、種別を問わず何らかの検定合格証明書を保有している警備員は、159,844人で

ある。



(3) 警備員指導教育責任者資格者証の交付状況

ア 警備員指導教育責任者資格者証の交付状況

警備業務の区分ごとの警備員指導教育責任者資格者証の交付状況は 下表のと、

おりである。

警備員指導教育責任者資格者証の交付状況（令和元年中）

区 分 １号 ２号 ３号 ４号 計

交付件数 5,063 4,226 1,963 1,671 12,923

イ 警備員等の警備員指導教育責任者資格者証の保有状況

令和元年12月末現在 警備員等 警備員及び警備業者の従業者 のうち 警備、 （ ） 、

業務の区分ごとの警備員指導教育責任者資格者証を保有している状況は 下表の、

とおりである。

警備員指導教育責任者資格者証の保有状況（令和元年12月末現在）

区 分 １号 ２号 ３号 ４号 計

41,911 31,074 10,554 9,633 93,172保有者数(人)

※ 合計数は、同一人が複数の区分を保有している場合にはそれぞれに計上した延べ数

、 、区分を問わず 何らかの警備員指導教育責任者資格者証を取得している者は

63,585人である。

ウ 機械警備業務管理者資格者証の交付等状況

令和元年中における機械警備業務管理者資格者証の交付は294件で、令和元年

12月末における警備員のうち 機械警備業務管理者資格者証を保有している警備、

員は、7,560人である。



３ 警備業法等違反、行政処分等の状況

(1) 警備業法等違反件数の年別推移

最近５年間における警備業法等違反検挙件数は、下表のとおりである。

警備業法等違反検挙件数の年別推移（各年中）

年次
H27年 H28年 H29年 H30年 R１年

区分

11 25 11 18 13警 備 業 者

4 1 0 7 4警 備 業 者 以 外

15 26 11 25 17合 計

※ 警備業者による検挙件数には、他法令違反を含む。

(2) 警備業者に対する行政処分の実施状況

最近５年間における警備

業者に対する行政処分の実

施状況は、下図のとおりで

ある。

令和元年中における警備

業者に対する行政処分の実

施状況をみると、指示が201

件、営業停止が７件、認定の

取消しが２件の総数210件で

、 （ ）あり 前年より54件 20.5％

減少した。

(3) 警備業者及び警備員の協力に対する表彰状況（令和元年中）

警備業者及び警備員の警察活動に対する協力に対し、令和元年中において警察署

長等が表彰した件数は、警備業者に対するもの51件、警備員に対するもの154件であ

る。

なお 警備員に対するもの154件のうち 112件 72.7％ が勤務中における功労に、 、 （ ）

対するものであった。

区 分
総数 警備業者 警 備 員

協力内容 勤務中うち

総 数 205 51 154 112

刑 法 犯 ５ ２ ３ ３
通 報

特別法犯 ４ ０ ４ ４
刑 法 犯 ５ ０ ５ ５

検挙現場での協力
特別法犯 １ ０ １ １
刑 法 犯 ７ ０ ７ ７

私人の現行犯逮捕
特別法犯 ２ ０ ２ ２

振り込め詐欺未然防止 77 １ 76 75
そ の 他 104 48 56 15
※ 表中「その他」とは、犯罪の未然防止、保護、人命救助等によるもの。



(4) 売上高

令和元年末 一般社団法人全国警備業協会が警備業者を対象に調査を実施し 回、 、

答があった8,856業者の売上高は３兆5,534億2,568万円であった。

（億円）


